
  

立川市空家等対策計画 
―概要版― 

、立川市は、このような背景の下、より総合的、計画的な空家等対策を推

進するために、上位計画である立川市第４次長期総合計画や、立川市第４次住宅マスター

プランなどの関連計画と整合を図り、本計画を策定します。そして、空家等の発生を抑制

し、市民の良好な生活環境の確保を図り、市民が安全に安心して生活することのできる地

域社会の実現に寄与することを目的とします。 

 

そこで 

令和３（2021）年３月 

立 川 市 

近年、少子化、高齢化による、人口減少社会への移行や核家族の増加による家族形態の変

化に伴い、全国的に空家等が加速度的に増加しています。とりわけ、大きな社会問題となっ

ている管理が不十分で荒廃化の進む空家等は、さまざまな問題が懸念され、立川市において

も顕在化しつつあるところです。平成 27（2015）年５月には『空家等対策の推進に関する特

別措置法（以下「空家法」という。）』が全面施行され、適切な管理が行われていない空家等

に対する立ち入り調査、勧告、命令、行政代執行の措置や、市町村による空家等対策計画の

作成及びこれに基づく空家等対策の実施等が規定されました。 

また、平成 29（2017）年 10 月に「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関

する法律」の一部を改正する法律が施行され、住宅確保要配慮者の住宅確保及び空家等や共

同住宅の空き部屋の利活用を目的とした新たな住宅セーフティネット制度が始まりました。 

本市では、これを受けて、市内全域を対象に空家実態調査（以下「空家等実態調査」とい

う。）及び空家等と判定した建築物の所有者の方を対象にアンケート調査を実施したほか、平

成 30（2018）年４月より、市内に所在する空家等及び特定空家等の適正な管理に関し、必要

な事項を定めた『立川市特定空家等の適正管理に関する条例（以下「空家条例」という。）』

を施行しました。 

 

計画策定の背景と目的 
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計画の概要・現状と課題 

空家等実態調査での空家等の判定と総数 

 

立川市の空家等の現状を踏まえ、今後空家等対策に取り組んでいく上での課題を以下のように整理します。 

 

①空家等の現状把握の必要性 ②空家等の発生抑制 ③空家等の適正管理 

④管理不全な空家等の解消 ⑤空家等の利活用の推進 ⑥多様な主体との連携 

 

５．課題 

 

 

住宅・土地統計調査からみる空き家の現状として、空き家総数・空き家率ともに平成 15（2003）年以降

増加傾向にあります。また、平成 29（2017）年度に実施した空家等実態調査では、空家等総数は 322 棟、

空家等率は 1.2％という結果でした。 

４．現状 

 

空家法第２条第１項では、「建築物又はこれに附

属する工作物であって居住その他の使用がなされて

いないことが常態であるもの及びその敷地（立木そ

の他の土地に定着する物を含む。）」を「空家等」と

しています。本計画で対象とする空家等は、この空

家法に規定される空家等を対象とします。 

ただし、特定空家等及び管理不全空家等に対する

措置の施策では、共同住宅の空き部屋や長屋の空き

住戸を、また、空家等における利活用の促進の施策

では、共同住宅の空き部屋や長屋の空き住戸のほ

か、空家等を除却した跡地も対象とします。 

 

３．対象とする空家等の種類 

 

 本市では、空家等が市内全域に点在していることから、「市内全域」を本計画の対象地区とします。 

２．対象地区 

 

 本計画は、令和３（2021）～12（2030）年度までの 10 年間とします。５年での改定を見込んでいます 

が、社会情勢等の変化により、必要に応じ、見直し・改定を行います。 

１．計画の期間 

注）住宅・土地統計調査の共同住宅等の空き家については、空き部屋の数を１戸として数え、空家等実態調査では空家法の規定により全ての部屋

が空いている場合に限り、１棟と数えることから、空き家の総数と空き家率がかい離することとなります。 

住宅・土地統計調査からみる 

立川市の住宅総数・空き家総数・空き家率の推移 
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空家等の適切な管理は所有者等が第一義的な責任を有することを前提とした上で、適切に管理され

ていない空家等の解消のほか、誰もが空家等の当事者になり得ることの周知を図り、地域活性化との

関わりにも留意しながら、関係機関、関係団体等と連携して空家等に関する対策を実施します。 

―空家等に対する基本的な考え方― 

 

空家等対策の基本的な方針と施策 



  

 

 

地域における人口減少や核家族化の進

行の中で、空家等の増加の流れを止める

ことは、非常に困難ではありますが、積

極的な空家等対策を推進することによ

り、空家等率の減少を目指します。 

本計画全体における目標を、右のよう

に設定します。 

空家等対策は分野横断的で多岐にわたるものであり、本市のさまざまな関係課が密接に連携して対

処する必要があります。そのため、住宅課と生活安全課が総合窓口となり、その状態に応じて関係課

や外部の専門家・関係団体と連携して対応していきます。 

 ■ 関係課の連携による空家等相談体制のイメージ 

 

発行 立川市市民生活部住宅課 
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※計画本文はホームページ上からも参照いただけます （http://www.city.tachikawa.lg.jp/） 

計画の目標 

空家等対策の実施体制 

空家等実態調査による空家等率 

 

平成 29（2017）年度 1.2％ 

 

令和 12（2030）年度 1.2％未満 

空家等総数
調査対象建築物数

×100（％）空家等率＝
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弁護士 宅地建物取引士
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行政書士 NPO 等

建築士
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市民課 建築指導課

市民協働課 環境対策課
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NPO 等


